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おわりに
はじめに
　日本国憲法は、第 87条で「予見し難い予算の不足」に備えるために「予備費」なるものを定めている。予
備費の使途は、皇室の冠婚葬祭費用から公共事業費用まで様々である。しかし、何をもって「予見し難い」の
かが問題となる。また、予備費の使用時期については国会会期中の使用して良いのかという問題がある。これ
らの問題については、内閣の予備費に関する判断にどこまで制約があるのかが議論されてきた。本論文では、
予備費使用の実態に照らしながら予備費に関する学説を整理していきたい。　
　2007年 7月、戦後長らく政権を担ってきた自民党が参議院選挙で大敗し、「ねじれ国会」という現象が生じ
た。予備費支出後の処理について憲法第 87条第 2項は「内閣は、事後に国会の承諾を得なければならない」
として事後承諾を定めている。しかし、「ねじれ国会」の下で予備費の承諾案件は不承諾という結果に至った。
憲法で定められている予備費の事後承諾が得られない場合、どのようなことになるのであろうか。本論文で
は、事後承諾に関する国会での議論を調べ、予備費の支出行為と承諾に関する理論の検討および考察を試み
る。
１．国家と行政機関と予備費
　本論文ではまず、予備費の運用について具体的にどのように行政機関が関わっているのかについて検討した
い。その考察の前提として一般予算と予備費の違いについて説明する。
　日本国憲法と財政法の規定上での予算とは、「国会が内閣の提出した、一会計年度における、国の諸機関に
必要な債務の負担と、現金の支出との見込額に対して、国会が、最高限度額を定めて、内閣にその施行の権限
の賦与と制限を、文書をもって明確にした、国法の一形式 1」と定義されている。また、憲法において、予備
費は歳入歳出予算に計上されるものの、具体的な歳出権限を与えられるものではなく、予備費の額の総枠につ
いて国会の議決がなされたものと解され、従って予備費を使用した場合には事後に国会の承諾を得なければな
らないこととなっている（憲八七条二項）。このように予備費は国費支出または債務負担の事前議決の原則に
対する例外であるため、実質的な意味での予算ではない 2と解されている。ここで言う「実質的な意味での予
算」とは、通説では、戦前に、美濃部、宮沢等のたてた定義の延長、すなわち、「予算とは一会計年度の歳入
歳出の見積もりを内容とする財政行為の準則」とする定義が一般的に行われている 3。なお、予算とは何かと
予備費に関する法と理論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法学研究科　法律学専攻
修士課程 2010年度修了　稲　垣　玲　奈
1　槇重博『財政法原論』（弘文堂、1991）137頁
2　杉村章三郎『財政法（新版）』（有斐閣、1982）83頁
3　甲斐素直『予算・財政監督の法構造』（信山社 、2001）4頁
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いう問題について宮澤は以下のように説明している。「『予算』とは、通例、国の収入・支出の見積りを意味す
る場合が多いが、ここに『予算』とは、予算という名称をもつ国法形式をいう。…（中略）…すべて国庫金の支
出は、あらかじめ定められた準則にもとづいて行われることが必要である。そうした準則を、予算法または実
質的意味の予算という。…（中略）…国法形式としての予算を形式的意味の予算という。4」予備費の形式的意
味については「予算を以て、歳出歳入に對する 5国会の承認の意思を表示するものであるとするならば、予備
費は、その意味における予算の内には含まれない。しかしともかく内閣より提出される予算案中に含まれ、予
算案中の一項目として、事前に国会の審議議決（議決の性質と意味とがいかにことなろうとも）を受ける點で
は、形式的意味の予算の一部をなす 6」。すなわち、予備費については実質的予算ではないが形式的予算であ
るということが言える。予備費を形式的な歳入歳出予算の中に計上する理由については、「予備費を包含した
歳出総額が、歳入総額と同額であって、歳入歳出がその均衡を得ているとすれば、予備費以外の実質的な確定
歳出の総額をもって、歳入と比較すれば、ちょうど、予備費に相当する額だけ歳入に余裕があることになり、
これが予算超過又は予算外の支出に充当し得べき財源を、歳入過剰の恰好において示しているものと考えられ
るから 7」と指摘されている。 
　ここで国会の議決についてであるが、予備費についての国会の議決は、歳出予算の他の費目についての国会
の議決とはその性質を異にし、予備費を設けることについての議決であって、具体的な支出を承認する意味を
もつものではない 8。予備費の予算計上の点に関して、財政法第 24条は「予見し難い予算の不足に充てるた
め、内閣は、予備費として相当と認める金額を、歳入歳出予算に計上することができる。」と規定しているが、
この理由としては「予備費の財源は歳入予算をもって充当されることになるのであるから、予備費も歳出予算
に計上するのが適当とされたため 9」と考えられている。前述の通り、予備費は実質的予算ではなく形式的予
算であるが、「予備費は形式的意味における予算の一部をなすものとして（予算は部款項目に區分されている
が、予備費は一の部とされている）、予め国会の議決に基いて設けられる。しかしそれは当然のことであるが、
他の支出科目とことなり、支出の目的を限定されていない 10」ことが予備費の大きな特徴である。
　財政法上の予備費に関しては、財政法第 24条 11に規定されているように、財政法上は歳入歳出予算の中に
含まれることになっている。しかし、憲法上の予備費については、ひとしく予算中にあつても他の款項と予備
費とはいちじるしく性質の異なるものである。「豫備費は『豫算の不足に充てるため』に設けられるもので豫
備費の支出は、『豫算によらない支出』である……。これらの場合にいう豫算とは、豫備費を含めた、廣い意味
の豫算の支出費目のうちから豫備費そのものを除いた、狭い意味のものを指すと解さねばならない。12」とさ
れる。これが予備費の解釈の基本となる。なお、予備費使用に関しての政府答弁について見てみると「『予備
費の使用』とは、具体的には、特定の経費の財源に充てるため予備費から財源を出して新しい項の経費の金額
をつくり、又は既定の項の経費の金額を追加し、その経費の金額について財政法第三十一条第一項に定める予
算の配賦があったと同様の効果を生じさせることをいうものと理解している 13」と橋本総理によって答えられ
ている。
　予備費に関してここで若干の整理をすると、財政法の予備費について、「歳入歳出予算計上主義」を採用し
ていることである。憲法 87条は、予備費の国会議決主義を定めるのみで、どのような方法の議決であるか特
定してはいない。法律による方法、「予算」による方法、単独の議決による方法等がありうるなかで、財政法
4　宮澤俊義『日本国憲法』（日本評論社、全訂版 、1978）722頁
5　以下引用について、原文で旧字体によるものは旧字体のままで引用する。数字についても原文通りとする。
6　法學協會編『註解日本國憲法 / 下巻』（有斐閣、 1954）1315頁
7　河野一之『新版予算制度』（学陽書房、第 2版、 2001）130頁
8　浦部法穂「第 87条〔予備費〕」樋口陽一ほか『憲法』（青林書院、2004）205頁
9　佐藤功『憲法（下）』ポケット註釈全書（有斐閣、1984）1150頁
10　法學協會編『註解日本國憲法 / 下巻』（有斐閣、 1954）1310頁
11　 財政法第 24条「予見し難い予算の不足に充てるため、内閣は、予備費として相当と認める金額を、歳入歳出予算に計上
することができる。」
12　清宮四郎著（憲法普及會編）『新憲法と財政』（国立書院、1948）41-42頁
13　答弁書第 9号内閣参質 140第 9号（平成 9年 5月 30日）
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が、歳入歳出予算計上主義を採用したということが指摘されている 14。すなわち、予備費については憲法上の
予備費と財政法の予備費という 2通りの考え方が存在するということである。 
　予備費と一般の歳出予算の違いについては 4つの点が挙げられている。一つ目は「予備費の議決によって国
に与えられた歳出権限は、具体的内容についてまだ国会の承認を得たものではなく、その意味で予備費は事前
議決の原則の例外 15」という点である。二つ目に、予備費と歳出予算とでは、その「使用」という意味合いが
異なる。「歳出予算の使用という場合には、その目的に従って具体的に債務負担を行い、支出を行うことを意
味するが、予備費の使用という場合には、端的に言えば、予備費から財源を捻出して新しい項の金額をつくる
か又は既定の項の金額を追加することを意味する 16」。三つ目に、予備費を使用した場合には事後に国会の承
諾を得なければならない。「予備費制度は予見し難い予算の不足に充てるため使用するという要件の下に、い
わば内閣の責任支出を認めるものであり、予備費の議決はその限度額を定めるものである、内閣の責任は事後
における国会の承諾によって初めて解除される。17」そして四つ目に、一般の歳出予算の場合には、内閣は支
出目的に従ってそれを支出する責任を負うのが原則であるが、予備費の場合には、内閣はそのような責任を負
わない 18。以上の 4つの点を総合して予備費の性格については、「予備費は、歳入歳出予算には計上されるが、
予備費自身として支出されることはないので、厳格な実質的意義においては歳出予算とは区別されるものであ
り、いわば『他日、他の実質的予算に変化すべき費途未定の財源』ともいうべきものである。また、予備費を
歳入歳出予算に計上することの実質的意義は、予備費を含めて歳入歳出予算の収支均衡を図ることにより、予
備費の財源的裏付けを図ることにある 19」と説明されている。 
　予算の取り扱いを巡る議会制度と行政について考えてみると、「国家が自らの手で一旦徴収した資金を、如
何にして管理し、如何にして支出するかということについては、国民の代表の関与を最小限にして、専ら国家
（官僚）自身が主導的に決定するものであった 20」のであるが、予備費執行に内閣を始めとした行政がどのよ
うに関わっているのだろうか。予備費の国会の財政監督の原則外については、性質上やむを得ないもので、事
後に国会の承諾を得ることを条件として、金額と目的とを具体的に指示しないで、概括的な国会の議決に基い
て行政に許された経費 21であるとされる。 
　憲法第 65条は「行政権は、内閣に属する。」と定める。ここで行政とはいかなるものなのか。行政について
の従来の学説では、消極説（控除説）、積極説がある。消極説（控除説）は、立法及び司法を積極的に定義づ
け、行政とは、立法でも司法でもない一切の国家作用であるとか、国家作用から立法及び司法を除いた残りの
部分の総称である 22」という見解である。この消極説（控除説）は「本来君主に帰属していた統一的な権力か
ら、議会と裁判所によって担われる立法と司法とが分離独立した後、君主に残されたものが行政と観念される
ようになったという歴史的な経緯に照応すること、また、複雑多様な行政内容を捉えるには、積極的定義は困
難である 23」ことから、多数説となっている。そして、積極説は田中二郎によって主張され 「法の下に法の規
制を受けながら、現実具体的に国家目的の積極的実現をめざしておこなわれる全体として統一性をもった継続
的な形成的国家活動 24」と説明されている。 国家における行政、立法の兼ね合いについては「行政の本質は何
であるかといえば、その名の示すとおり政治の執行であって法の執行だけではない。立法は同じく政治が実定
法その他の法的規範の制定という形を通じて表現される場合である。この見地からすれば行政と立法とは同質
14　 碓井光明「財政法上の予備費に関する立法政策」碓井光明ほか編─金子宏先生古稀祝賀『公法学の法と政策〈下巻〉』（有
斐閣、2000）585頁
15　小村武『予算と財政法』（新日本法規出版、4訂版、2008）305頁
16　小村・前掲注（15） 305頁
17　小村・前掲注（15） 305頁
18　小村・前掲注（15） 306頁
19　小村・前掲注（15） 306頁
20　大脇成昭「『財政』と『予算』の概念に関する一考察」熊法 113巻 （2008）80頁
21　法學協會編・前掲注（6）1252頁
22　浅野一郎編『国会と財政』（信山社、1999）16頁
23　浅野・前掲注（22）16頁
24　田中二郎『新版行政法 上巻』（弘文堂、全訂第 2版、1974）5-6頁
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の作用であり、法律的争訟の裁決を内容とする司法作用と相対するもの 25」と考えられている。その上で財政
とは「行政の本質に潜在する政治性と技術性を多分に包蔵する国家作用である。財政の政治性はその国会にお
ける審議殊に予算の審議を通じて毎回遺憾なく発揮されているし、またその技術性は予算の執行に際して設け
られる会計制度において多くみられるところである 26」とされている。
　具体的な予備費の運用について「予備費の使用については閣議の決定を要するが、特定の経費については、
あらかじめ閣議の決定を経て大蔵大臣限りで決定され、…（中略）…予算上特定の目的のための予備費的経費が
計上されることもある 27」。 
　予備費の管理及び使用については財政法第 35条 28に規定されており、この第 35条の解釈が重要である。
予備費の管理については財務大臣に大きく委ねられており、財政法第 35条で「予備費は、財務大臣が、これ
を管理する。」と定められている。ここに「大蔵大臣管理主義が採用されている 29」と考えられている。理由
としては「予備費は政府全体としての予備の財源であるので、各省各庁の長に分属させるべきでなく、政府全
体にわたる財務の統括者である 30」財務大臣が管理することになっている。なお、「大蔵大臣管理主義は、暗
黙のうちに、各省各庁に分割した予備費の計上を否定しているとみることができる（分割予備費の禁止）。分
割計上によって、各省各庁の長をもって管理者とする立法政策も考えられるが、そのような方法は、合憲性の
問題は別にして、結果的に歳出の膨張ないし濫費を招きやすい、あるいは予備費としての弾力性を失いやすい
という欠点を有する 31」という指摘もある。 
　財政法第 35条第 2項では「各省各庁の長は、予備費の使用を必要と認めるときは、理由、金額及び積算の
基礎を明らかにした調書を作製し、これを財務大臣に送付しなければならない。」と規定している。その上で
第 35条第 3項では「財務大臣は、前項の要求を調査し、これに所要の調整を加えて予備費使用書を作製し、
閣議の決定を求めなければならない。但し、予め閣議の決定を経て財務大臣の指定する経費については、閣議
を経ることを必要とせず、財務大臣が予備費使用書を決定することができる。」とし、予備費使用の決定を財
務大臣に委ねることができるということになっている。予備費の使用については ｢ 具体的に現金を支出する意
味ではなくて、予備費という予算上のゆとりの金額を、各省各庁の長の所管に移すこと、すなわち新しい予算
権を設定すること 32｣と考えられており、財政法第 2条第 1項にある「収入とは、国の各般の需要を充たすた
めの支払の財源となるべき現金の収納をいい、支出とは、国の各般の需要を充たすための現金の支払をいう。」
という規定の ｢ 支出」とは意味が異なる。よって「『予備費の使用』は、『支出』に先行し、『予備費の使用』
がなされた経費について、『支出』のされない使用残が生ずることもありうる 33」とも考えられている。 
25　杉村・前掲注（2）3-4頁
26　杉村・前掲注（2）4-5頁
27　浅見敏彦『世界の財政制度』（金融財政事情研究会、1986）84頁
28　 財政法第 35条「第 1項 予備費は、財務大臣が、これを管理する。
　　第 2項  各省各庁の長は、予備費の使用を必要と認めるときは、理由、金額及び積算の基礎を明らかにした調書を作製し、
これを財務大臣に送付しなければならない。
　　第 3項  財務大臣は、前項の要求を調査し、これに所要の調整を加えて予備費使用書を作製し、閣議の決定を求めなけれ
ばならない。但し、予め閣議の決定を経て財務大臣の指定する経費については、閣議を経ることを必要とせず、
財務大臣が予備費使用書を決定することができる。
　　第 4項  予備費使用書が決定したときは、当該使用書に掲げる経費については、第 31条第 1項の規定により、予算の配
賦があつたものとみなす。
　　第 5項  第 1項の規定は、第 15条第 2項の規定による国庫債務負担行為に、第 2項、第 3項本文及び前項の規定は、各
省各庁の長が第 15条第 2項の規定により国庫債務負担行為をなす場合に、これを準用する。」
29　碓井・前掲注（14） 588頁
30　小村武『予算と財政法』（新日本法規出版、改訂版、1992）289頁
31　碓井・前掲注（14）588頁
32　槇・前掲注（1）184頁
33　碓井・前掲注（14）588頁
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２．これまでの学説における予備費の解釈
　まず日本の予算 34に関する学説について整理をしておき、その上で予備費に関する学説の検討を試みるこ
とにしたい。 
　国家予算 35に関する学説は法的性質において大きく 3つに分類される。予算行政説（予算行政措置説）、予
算法規範説（予算法形式説）、予算法律説の３つである。そして、これらの３つの学説は、国会の予算修正権に
関して実益のある議論であるとされ、予算行政説では国会は予算の修正はできないが、予算法規範説において
は一定の修正が可能であり、予算法律説では修正に何ら制約はないとされる 36。実際の国会での予算修正を考
えてみると、「議会の予算修正権について、国会は消極、積極いずれの修正も自由に行いうる。ただし、内閣
の予算発案権を侵害するような修正（全面的修正）は許されないと解されている。本会議において予算修正の
提案を行うには、衆議院 50人以上（一般の議案は 20人以上）、参議院 20人以上（同 10人以上）の賛成が必
要である（国会法 57条の 2）。また、予算総額の増額修正または予算を伴う議員法については、内閣に意見を
述べる機会を与えなければならない（国会法 57条の 3）37」とされている。 
　アメリカを始めとした多くの国では予算法という制度が定着している。一方、日本の予算制度は予算を法と
峻別する明治憲法から続く予算概念に大きな影響を受けている。なお、明治憲法下の予算概念に関して、明治
憲法は、議会が唯一の立法機関ではなく、立法権が議会と天皇に分割されていて、法律と勅令はともに法規と
しての性質をもつものであった。この点から、予算によって勅令事項が左右されないためには、法令のもとに
予算があるべきだという理論構成をとって、制度化したといえる。天皇主権のもとに制定された帝国憲法は、
予算は立法事項でなく行政事項であるという性質づけを行ない、法律と予算とは別のものであるとした 38、と
いう歴史的経緯が見られる。 
　予算行政説は予算行政措置説とも言われる説で、予算の法的性格を否定するもので、予算は国会が内閣に対
して一年間の財政計画を承認する意思表示であって、専ら国会と内閣との間で効力を有するものであると解す
る説 39である。予算行政説は明治憲法下では通説とされ、美濃部によって支持された説である。美濃部達吉
でさえ、「大正末期の段階では、予算には法律上三つの異なる性質があるとして、『国家ノ歳入及歳出ノ見積
表』、『議会ガ政府ノ一年度間二支出シ得ベキ金額及其支出ノ目的並ニ之ニ充ツベキ財源二対シテ同意ヲ為ス意
思表示』および『収入支出ヲ実行スルー般官庁二対スル〔天皇ノ〕職務上ノ訓令』たることを挙げ、『議会が
予算二協賛スルハ立法権二参与スル行為二非ズシテ、行政権二関与スル行為ナリ』40」として予算行政説を支
持していたのである。明治憲法下では「憲法が法律と予算とを区別し、予算は行政事項であることを強調する
ことによって、各国憲法にみられない予算制度を成立せしめた 41」と考えられている。 
34　 杉村は予算の性格について以下のように述べている。「立憲国家においては国の財政は予算によって処理される。予算は
財政学からみれば国家の一会計年度における収入支出の予測、あるいは歳入歳出の見積表であり、言葉を換えていえば
国家の一年間における財政計画の計数的表示ということができよう。予算を法律的にみれば、だれが、またいかなる効
果において予算に拘束されるかという見地からその性格が解明されなければならない。」（杉村・前掲注（2）91頁）
35　 杉村は予算の学説を論じるにあたり、予算の使命について述べている。「予算の使命はまず国会が政府の樹立する向う一
年間における財政計画を承認し政府にこの財政計画を執行する権限を付与するにある。これに基づき政府は当該予算の
定める支出権を付与されることになるが、国会における審議の対象は個々の支出事項や支出金額に止まらず全体として
の収支の均衡にも重点が置かれることに注意しなければならない。国会の予算に対する審議権については法律費や義務
費に関しては理論上の制限があり（例えば法律は国会自身が制定したものであるからその執行に要する経費を全面的に
否定できないであろう）、全面的な、また絶対的な自由があるものではないが、予算の全体としての使命はここに求めら
れなければならない。」（杉村・前掲注（2）95頁）
36　櫻井敬子「予算制度の法的考察」会計検査研究 28号（会計検査院、2003）22頁
37　浅見・前掲注（27）81頁
38　加藤一明『日本の行財政構造』（東京大学出版会 、1980）10頁
39　 衆議院憲法調査会事務局「財政（特に、国民負担率の問題を含む社会保障の財源問題、国会による財政統制）（衆憲資第
47号）」（2004）11頁
40　手島孝「予算の法理に関する基本的考察－予算の概念・予算の法的性格・予算周辺の法的問題－」法政 41号（1974）23頁
41　加藤一明『日本の行財政構造』（東京大学出版会 、1980）45-46頁
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　予算法規範説は予算法形式説、特殊国法形式説とも言われる。予算法規範説は「予算に法的性格を認める
が、法律とは異なった国法の一形式であると解する説 42」で、清宮四郎により支持された。手島孝によると
「明治憲法末期、同憲法の論理的枠内で財政議会主義を少しでも前進させる意図の下に、行政措置説に対し、
議会の議決にウエイトを移した予算の法的性格づけ 43」という評価が与えられている。 
　予算法律説は、予算は法律それ自体であると解する説 44で、小嶋和司、吉田善明、杉原泰雄、安沢喜一郎
らによって支持された。しかし、実際の予算に関しては、日本では法律と異なってあくまで予算という形式で
あり、「予算を法律として定めるという形式を採用していない日本では、所得税法という租税法が成立してしま
うと、その法律が存在する限り自動的に徴税することができる。つまり、国民は租税法が存在している限り、
永久に納税する義務を負う。このように予算とは区別された法律で課税する方式を、永久税主義という。45」
ということであり、現実と照らすと予算法律説についての支持は難しいと考えられる。    
　予算と法律について、「法律という形式を採用すれば、予算は歳出法（Appropriation  Act）と歳入法
（Finance  Act）という法律として成立することになる。フランスのように予算は法律という形式が採用される
と、歳入法が議会で成立しない限り、その年度の租税の徴収はできない。このように、課税について毎年度の
予算によって、議会の承認を得る方法を一年税主義という。イギリスでも歳入法によって、所得税の継続につ
いて議会の承認を得る必要がある。所得税の継続の承認を得ておかないと、所得税は消滅してしまう。46」と
いう点についても理解しておく必要がある。
　永久税方式の採用や歳入予算などに関しては「日本のように永久税主義を採用する国の歳入予算は、文字ど
おりの見積りにすぎない。歳入予算を国会で議決したところで、行政府も国民も、それに拘束されるわけでは
ない。歳入は予算とは別個の租税法などの法律によって徴収される。永久税主義のもとでは、歳入予算が成立
しなくとも、あるいは徴収額が歳入予算の計上額を超過したとしても、租税法に定めた納税義務があるかぎ
り、国民は永久に納税しなければならない。………歳出予算は、国会の議決によって初めて、行政府に歳出を
執行する権限が与えられる。もちろん、超過支出禁止の原則によって、歳出は計上額を一文たりとも超過して
支出することはできない。歳出予算は拘束力を持っているとはいえ、歳入分を余らせることは許されている。
不要な支出を執行する必要はないし、財源を効率的に使用することによって節約することは、むしろ奨励され
なければならない 47」と考えられている。 
　次に予備費に関する憲法上の解釈について、憲法第 87条の解釈をめぐっては、通説及び基金説の 2つが挙
げられる。予備費制度の通説は「予備費は、すでに成立した『予算』の存在することを前提にして、予見し難
い予算の不足、すなわち、新たな費目の支出（予算外支出）の必要性又は既定費目で予算に定められている金
額を超過する支出（予算超過支出）の必要性を生ずる場合に備えるものである 48」となっている。この通説に
ついては明治憲法第 69条「避クヘカラサル予算ノ不足ヲ補フ為ニ又ハ予算ノ外ニ生シタル必要ノ費用ニ充ツ
ル為ニ予備費ヲ設クヘシ」という規定の延長上に解釈を進めているとされる。この通説に対して基金説という
説があり、これは小嶋によって主張された。そもそも、小嶋が指摘しているのは GHQ側から渡されたマッカ
ーサー草案第 81条の中にある「reserve fund」の訳の問題にある。reserve fundを日本側は明治憲法に倣って予
備費と訳したが、「reserve fundといわれるものは budgetの外に留保される基金 49」ではないかと小嶋は主張す
る。すなわち予備費については「予算とは別に、国会の議決に基づいて設けられる『恒久的基金』であるとい
う解釈をとることが妥当であるとする見解 50」が基金説である。 
42　衆議院憲法調査会事務局・前掲注（39）11頁
43　手島・前掲注（40）23頁
44　衆議院憲法調査会事務局・前掲注（39）11頁
45　神野直彦『財政学』（有斐閣、改訂版、2007）91頁
46　神野・前掲注（45） 90-91頁
47　神野・前掲注（45）108頁
48　碓井・前掲注（14） 572頁
49　小嶋和司『日本財政制度の比較法史的研究』（信山社出版、1996）180頁
50　碓井・前掲注（14） 572頁
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　更に予備費の解釈については、内閣の責任についての説も存在する。「『内閣の責任で』支出するとは、予備
費の範囲内においては、いかなる目的のためにどれほどの金額を支出するかは、内閣の自由な判断に委ねられ
ている、ということを意味する。ただし、この内閣の自由な判断になんらかの制約があるか否かに関しては、
説が分かれている 51」のであるが、その説とは以下において検討する A説と B説である。 本論文では A説を
厳格説、B説を寛容説として考える。
　まず A説（厳格説）は予備費について「内閣が自由に決定しうるといっても、予備費制度の趣旨からいっ
て、その支出が、不測の事態が生じ予算の不足が生じた場合のための支出であると認められるものでなければ
ならないことはいうまでもない。したがって、たとえば国会によって削減ないし削除された費目のために予備
費を支出することは許されないと解される。予算の議決において、何らかの費目が削減・削除されたならば、
そのときにすでに国会の意思によりその費目のための予算の不足が生じたものと考えるべきであり、将来の不
測の事態により予算に不足が生じた揚合とはいいえない。したがって、そのような揚合に、内閣がその不足に
充てるために予備費を支出することは許されない 52」と説明する。これに対して B説（寛容説）は、「予備費
はとくに、国会開会中には使用できないとか、国会において削減乃至削除された目的に使用できないとか等の
制約を受けるものであろうか。なるほどこのような使用の仕方は、予備費が設けられた趣旨を著しく逸脱す
る。しかしそれが法律的に禁ぜられているとは解し難い 53」とする説である。上記の予備費使用の行為につい
て違法ではないとした上で、「予備費の使用及び支出は、内閣の政治的責任に任されているのであり、国会は、
事後にこの責任を追求することも解除することもでき………ことはより多く政治道徳及び政治責任に関係する
と考えられる 54」と説明している。 
　以上のように示された A説（厳格説）及び B説（寛容説）について浦部は、「予備費は、あくまでも、不測
の事態が生じて予算に不足を来した場合に、その範囲内で支出しうるものとして国会の議決を経たものであ
る。したがって、国会が削減・削除した目的のために予備費を使用することは、予備費を設けた目的に反す
る。それは、単に政治道義上許されないというだけでなく、法的に許されないもの（すなわち、本条に違反す
るもの）とすべきであろう。また、国費の支出については、事前に国会の議決を経ることが原則であり（85
条）、予備費は、緊急の場合のやむをえざる措置とみるべきであるから、国会の議決を経る時間的余裕がある
場合には、原則にたちかえってその措置をとるべきである。したがって、国会開会中は、補正予算として国会
の議決を経ることにさほどの困難はないはずであるから、原則としてその措置によるべきものとするのが妥当
である。以上の点から、A説の立場を正当とすべきものと考える。55」と述べている。 
　浦部の支持する A説（厳格説）について更に細かい分類をすると、3つの分類ができる。それぞれを使用範
囲厳格説、使用時期厳格説、使用範囲使用時期厳格説とする。A1説（使用範囲厳格説）は予備費の使用範囲
の適合性（国会が削減・削除した目的のために予備費を使用することの可否）を厳密に見るという説である。
A2説（使用時期厳格説）は予備費使用の時期を厳密に見る説であり、A3説（使用範囲使用時期厳格説）は予
備費使用範囲の適合性及び使用時期について双方共に厳密に見て判断するという説である。
　上記の説について、実際の予備費使用を踏まえた検討をする。例えば、2009年の学校耐震化費用に関して
は、行政刷新会議・事業仕分けで事実上の予算額縮減が決定された。この行政刷新会議での決定は政府案に反
映され、平成 22年 3月 24日に平成 22年度予算は政府案どおり成立している。しかし、川端達夫大臣が「国
会の中の御議論も含めて、鳩山内閣の下で総理の御指示で、予備費の使用も視野に入れて可能な場合では夏休
みに工事ができるようにということで、万全の対応を取るようにという御指示が閣議でございました。それを
受けて、今先生がお触れいただきましたように、四月三十日付けで書類を出しました。しかし、憲法上の解
釈、今までの運営から、予備費の使用は国会が終わってから、国会がやっているときは財政支出は予算でやる
51　浦部法穂「第 87条〔予備費〕」樋口陽一ほか『憲法』（青林書院、2004）206頁
52　佐藤功『憲法（下）』ポケット註釈全書（有斐閣、1984）1152-1153頁
53　法學協會編・前掲注（10）1316-1317頁
54　法學協會編・前掲注（10）1317頁
55　浦部・前掲注（8） 206頁
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ものと。ですから、もし必要であれば国会に予算を出して審議を受けて執行しなさいと。緊急に起こったよう
なものに関してということで予備費があるけれども、それは国会に間に合わないというふうな精神が基本的
に、閣議決定含め、閣議を含めてされているので、表現としても、予備費の使用も視野に入れてということに
とどまっております。したがいまして、今、うまくいけば、国会が終わった後に予備費も含めた財政の手当て
がされるのではないかというぐらいしか実際申し上げられないということになります。56」としたこと 57にも
見られるように、予備費の使用が議会会期中に検討されてもいる。しかし結局、予備費使用については「予備
費というのは、今までの閣議決定を踏まえて、憲法解釈で、国会開会中は予備費は使わない、これは国会開会
中は予算を補正も含めて出しなさいということでございます。そういう意味で、今箇所づけ的な予算の使い方
を言及することができない。もう一つは、予備費というのは、性格上、こういう予算があるからここへという
箇所づけという執行の方法ではなくて、こういう事態が生じたので使わせていただきたいというニーズに応じ
て財政手当てをするという仕組みですので、現在、そういう趣旨であることを各都道府県の教育委員会を通じ
て四月三十日付で発受いたしました。58」として、厳格な形で憲法解釈をしている。この学校耐震を巡る一連
の予備費に関する政府見解は、上記 A1説（使用範囲厳格説）、A2説（使用時期厳格説）、A3説（使用範囲使
用時期厳格説）、B説（寛容説）のどれを採ったのか考えてみる。
　憲法で予定されている予備費とは「予見せざる」不測の事態につき、あらかじめ予算に計上する形式的予算
であると考えられている。しかし、学校耐震化工事は公共事業に含まれると考えられ、計数的な予測はある程
度可能である。よって、使用範囲について明確な基準があるとは考えにくい。ここでは、厳格に予備費使用の
時期の解釈をしている A2説（使用時期厳格説）を採ったと考えられよう。
  
３．予備費をめぐる最近の事例と内閣の政治責任
　予備費については、一般の歳出予算と異なり、予算審議の過程では、その使途が具体的に明らかにされてい
ないことから、その使用決定について事後、国会の承諾を求めることが必要として事後承諾制度が設けられて
いる 59。 
　憲法第 87条第 2項では「すべて予備費の支出については、内閣は、事後に国会の承諾を得なければならな
い。」と予備費についての国会での事後承諾を定めている。また、財政法第 36条第 3項において 「内閣は、予
備費を以て支弁した総調書及び各省各庁の調書を次の常会において国会に提出して、その承諾を求めなければ
ならない。」と定められており、国会の承諾の対象となるのは憲法第八十七条第二項の規定にもある通り予備
費の使用自体である 60。予備費は「歳入歳出予算に計上されるのであるが、歳出予算の議決が、特定の目的を
定めて内閣に支出の権能を与え、且つ、責任を負わせるものであるのに対し、これは特定の目的を定めず、包
括的に、その金額が予備費として適当か否かを議決するに止まり、内閣にその支出の権能を与えるものでない 61」
という考え方が憲法第 87条第 2項及び財政法第 36条第 3項の理論の基礎である。この大きな理由としては予
備費が実質的意義における予算ではないということが言える。予備費も、もちろん予算に計上して国会の議決
を経たものではあるが、それは目的、科目等を定めて議決を経た他の歳出予算とその性質を異にしている。つ
56　第 174回国会参議院第 14部決算委員会会議録 第 9号 平成 22年 5月 14日 4頁
57　 自民党政権下でも国会会期中の予備費使用が検討されている。「国会開会中でも予備費は使えると思っております。予備
費を使うかどうかということは、国会が開会しているか閉会しているかによるものではなくて、事態の緊急性によって
立つものであって、なおかつ、補正予算等が間に合わないという緊急の事態に予備費を予算の中に書かれているものの
範囲内で使うということは、当然許されるべきことだと考えております。」（第 171回国会第 13部参議院予算委員会会議
録第 14号 2009年（平成 21年）3月 16日 15頁）という与謝野馨財務大臣（平成 21年当時）の発言が残されている。
ただし、経済緊急対応予備費に関しての発言である。
58　 第 174回国会衆議院第 1類第 15号（附属の 2）決算行政監視委員会第二分科会議録（総務省、財務省、文部科学省及び
防衛賞所管）第 1号 2010年（平成 22年）5月 17日 27頁
59　小村・前掲注（30）290頁
60　小村・前掲注（30）291頁
61　小峰保榮『財政法会計法講義』（全国会計職員協会、1955）43頁
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まり、「歳出予算は、内閣がその目的に従って支出することを承認したものであるが、予備費は、その目的、
使用する責任者が決っていない予算上の余裕を計上したのであって、国会は、その金額が総額として適当であ
るかどうかを審議議決したものに過ぎない 62」という理由が、予備費使用の事後承諾の根拠になる。 なお、財
政法第 36条第３項では「承諾を求めなければならない」という規定があることから、予備費の議決に関して
は審議未了のまま国会が閉会となった場合には、その諾否の決定があるまで、次々の国会に何回でも提出しな
ければならないのである 63。
　予備費の事後承諾について憲法と財政法では規定されているのだが、一方で考えられる不承諾という事態に
対してはどのような対応がなされており、法的にはどういった処理がされているのであろうか。これまでの議
会での予備費の不承諾について、第 116会国会を例にして見てみることにする。 
　衆議院先例集によると「第百十六回（臨時）国会において、平成元年十一月十七日の会議で承諾を与えるに
決した昭和六十二年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その 2）64、昭和六十三年度一
般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その 1）65、昭和六十三年度特別会計予備費使用総調書
及び各省各庁所管使用調書（その 1）66を参議院に送付したが、参議院では十二月一日の会議でこれを承諾し
ないことに決したので、国会法第八十七条の規定により本院に返付した。同日、本院は、議院運営委員会にお
いて、両院協議会を求めないものとすることに協議決定し（議院運営委員会議録第一一号一頁）、国会の承諾
がなかった旨を参議院及び内閣に通知した（広報二九八頁）。67」とある。 
　第 116回国会議院運営委員会（平成元年 12月 1日）の小此木彦三郎委員長の発言によると、参議院から予
備費について承諾しないと議決した旨の通知書を受領したことを受け、「国会法第八十七条第二項によれば、
衆議院は両院協議会を求めることができることになっておりますが、先ほどの理事会の協議により、両院協議
会を求めないものとすることになりました 68」と発言していることから、両院協議会を開催出来るか否かは理
事会の協議によることが分かる。 
　第 116回国会（平成元年 12月 13日）においては、参議院で予備費が否決された件についての質問がされて
おり、海部総理大臣と橋本大蔵大臣が答弁をしている。予備費不承諾に関する橋本大蔵大臣の答弁としては
「予備費の使用につきまして参議院で不承諾という事態になりました。私は、これは極めて遺憾でありますし、
この事実は重く受けとめなければならないと思います。政府は、今日までも予備費につきまして節度ある使用
に留意しながら、みだりに流されることのないようにその適正な処理に努めてきたところでありますが、事態
を真剣に受けとめながら、今後こうした御指摘を受けることのないように、予備費の一層適正な使用に努力し
てまいりたいと思います。」ということであった。この答弁はかなり反省の色合いの強い答弁とも取れるので
あるが、不承諾となった予備費について「国会の承諾を得るために、再度国会に提出するということはなかっ
た 69」のである。ただし、政府は 2点の改善措置を講じており、「①予備費からの使用について批判が強かっ
た総理大臣の海外出張費のうち、先進国首脳会議（サミット）への参加費が、平成二年度の当初予算に計上さ
れ、予備費からの使用はなかった、②昭和六十三年のソウル五輪の警備経費に車両購入費を含めていたことが
不承諾の理由にされたが、平成二年五月の韓国大統領来日の際の警備経費には車両購入費を含めなかった 70」
の 2点である。 
62　河野・前掲注（7）137頁
63　小村・前掲注（15）315頁
64　 竹下内閣総理大臣のアメリカ合衆国及びカナダ訪問に必要な経費など。（昭和 61年度一般会計予備費使用総調書（その 2）
参照）
65　 竹下内閣総理大臣が諸外国において開催される会議などに出席するのに要する経費及び諸外国を訪問するのに要する経
費を支出するためという説明がほとんどである。（昭和 63年度一般会計予備費各省各庁所管使用調書（その 1）参照）
66　 大蔵省所管の予備費支出で「産業投資特別会計産業投資勘定所有の沖縄電力株式会社の株式を売り払うことに伴い、売
払手数料 の支払に要する経費を支出するため」という説明が特徴であると考えられる。（昭和 63年度特別会計予備費各
省各庁所管使用調書（その 1）参照）
67　衆議院事務局『平成 6年版 衆議院先例集』（1994）402頁
68　第 116回国会第 1類第 17号衆議院議院運営委員会第 11号（平成 1年 12月 1日）【小此木彦三郎委員長発言】
69　共同研究グループ「総合検証・『参議院の逆転』三年」議会政治研究 21号（議会政治研究会、1992）54頁
70　共同研究グループ・前掲注（69）54頁
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　「予備費の審査についても、決算と同様に大幅に遅れて議了しており、予算の事後的承諾である予備費議決
制度の趣旨が十分に生かされていない 71」との批判もある。これからの議会運営の中での予備費審査のあり方
についても、財政民主主義の趣旨に立ち返って考えていく必要があるのではないだろうか。 
　なお、2006年度の参議院においては、一般会計予備費の不承諾について鈴木宗男衆議院議員からの質問が
出されており、質問に答える形で第 116回国会での予備費不承諾に触れて政府は答弁をしている。質問の内容
は「『予備費については、日本国憲法第八十七条において………規定されており、政府としては、当該国会の
承諾を得るべく努力すべきことは当然であるが、不承諾となった場合にも、過去における予備費の支出行為の
効力に影響を及ぼすものではないと解されている。』との答弁がなされているが、当方は、今次の予備費不承
諾についての政府の憲法解釈を問うているのである 72」というものであった。この質問に対する政府答弁は
「予備費の支出について、衆議院においては承諾することを議決し、参議院においては承諾しないと議決した
事例は、第百十六回臨時国会（平成元年十二月一日）における昭和六十二年度一般会計予備費使用総調書及び
各省各庁所管使用調書（その 2）、昭和六十三年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（そ
の 1）及び昭和六十三年度特別会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その 1）である。……政府
としては、当該国会の承諾を得るべく努力をすべきことは当然であるが、不承諾となった場合にも、過去にお
ける予備費の支出行為の効力に影響を及ぼすものではないと解されており、御指摘の『今次の不承諾』も同様
である。政府としては、今後とも予備費の適正な使用等に努めてまいる所存である。73」という内容であっ
た。予備費不承諾についての政府の憲法解釈を問う質問であったにも関わらず、政府の答弁は支出行為の効力
に触れるに留まるものであった。 
　予備費の承諾・不承諾を踏まえた上での支出行為の効力に関しては「たとえ、参議院が承諾しなくても痛痒
を感じない。政権が交替してしまえば、国会の不承諾は政治的には無意味になる。たとえ国会がこれを承諾し
ない場合があっても、そのゆえに予備費支出の効果に影響を及ぼすものではない 74」と財政法上は考えられて
いる。その上で、「国会が承諾しないことが確定した場合には、まだ実行していない予備費の部分の執行をす
べきでないという効果を生ずる 75」ということが言える。 
　予備費の承諾・不承諾を含めた「予備費支出の事後統制」については、決算と異なり両院交渉議案として扱
われている。平成元（1989）年、与野党が逆転した参議院において、昭和 62（1987）年度～ 63（1988）年度
の予備費使用３件［首相外遊経費など］が不承諾となり衆議院に返付されたが、衆議院は両院協議会を請求せ
ず、結局国会の承諾は得られなかった。予備費支出の不承諾の場合も決算不承認の場合と同様に、内閣の政治
責任が問われるにとどまると解されているが、このときは前内閣の予備費支出にかかるものでもあり、「予算
の事後的承諾である予備費議決制度の趣旨が十分に生かされていない」と批判された 76ことも予備費に関す
る大きな問題点である。 
　予備費は、「内閣の責任でこれを支出する」とは、予備費の支出は内閣の権限に属し、その支出の当否に対す
る批判、ことに国会による批判は、もっぱら内閣が受けるべきものであるとする趣旨であるとされている 77。
この場合の ｢ 責任 ｣については、内閣が行政権行使について国会に対し連帯して負う ｢ 責任」であり、「国会
に対し………責任を負ふ」とは、内閣が行政権の行使に関し、国会または各議院によって批判その他のコント
ロールを受ける地位におかれ、国会各議院またはその議員に対して、そうしたコントロールを実効的に行うべ
き各種の法的手段がみとめられていることを意味する。かならずしも国会の意志によって内閣が進退すべきで
あるとの意味ではないと説明されている 78。 
71　共同研究グループ・前掲注（69）54頁
72　 「参議院における二〇〇六年度一般会計予備費の不承諾についての政府の見解に関する再質問主意書」平成 20年 6月 11
日提出 質問第五二六号
73　内閣衆質 169 第 526号平成 20年 6月 20日内閣総理大臣福田康夫
74　槇・前掲注（1） 186頁
75　槇・前掲注（1） 186頁
76　山田邦夫「財政制度の論点」 『シリーズ憲法の論点 4』（国立国会図書館調査及び立法考査局、2004）17頁
77　宮澤・前掲注（4）730頁
78　宮澤・前掲注（4）511頁
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　予備費の支出に関しての内閣の責任については「責任とは政治的責任を指し、法律上の責任を意味するもの
ではなく、事後に国会の承諾が得られなかったとしても、既に行われた予備費の使用について、何ら法律上の
効果を及ぼすものではない。ただし、予備費の使用について事後に承諾を得られなかった場合、内閣は選挙な
どを通じて政治的責任を追及される可能性 79」があるという指摘が存在するに留まる。現状の解釈では、予備
費支出の条件である内閣の責任については政治的責任に尽き、「国会による事後『承諾』は、この政治責任を
解除するもので、事後『承諾』の拒否は、支出に対する政治的非難の意味をもつにとどまり、当該支出の効力
を左右しない。それは、原則として、内閣構成員に弁済責任を負わせるものでもない 80」のである。それ故
に、予備費に関する計上と使用については、なおのこと、議会と有権者によって精査されることが重要となる
のではないかと思われる。それは、「国民の能動的行為による財政統制 81」として「憲法八三条は、直接には、
国会による財政統制を定めるものであるが（財政国会議決主義）、その背後には、国民の、国民による、国民
のための財政運営を行わなければならないという………視点からするならば、国会による統制を越えて、個々
の国民の能動的行為による財政統制 82」が実現される機会だとも考えられる。そのためにも、財政に関する情
報の公開は常に明確なものであることが望まれる。特に、予備費については事前の審査が緩い性質を持つた
め、執行後の審査についてはより一層明確に、なおかつ一歩踏み込んだものであることが必要なのではないだ
ろうか。予備費に関する事後の審査については、決算委員会の議題とされ承諾・不承諾が決定されるのである
が、その資料の例として平成十九年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その１）（第百
六十九回国会内閣提出、第百七十一回国会衆議院送付）を見てみる。総調書には「上記使用に係る組織及び項
は、各省各庁所管使用調書に記載したとおりであり、参考のため調書には目までを記載している」と書かれた
上で、各省各庁所管使用調書に所管から項目・金額などの記載がある。 
　平成 21年 6月 22日の参議院決算委員会での討論について見てみると、日本共産党を代表しての討論と社会
民主党・護憲連合を代表しての討論が各 1名ずつからあるのみである 83。結果、採決は 2件について承諾が得
られなかったのであるが、予備費についての検討を議会でも時間をかけて行って良いのではないかと考える。
理由は既に述べたように、予備費については事前の審査が緩い性質を持つためである。
おわりに
　本論文では、予備費に関する学説を検討し、その結果、従来の学説には、予備費の使用時期については国会
の会期中をさけるべきとする傾向が見られた。本論文では、先行研究の学説を批判的に検討した結果、予備費
の「使用時期厳格説」を主張している。
　また、予備費の支出については、内閣による責任が問われるのであるが、具体的にどのような責任が生じる
のかにつき、国会会議録などの記録を調査した結果、実際には責任を負わせきれていないことが判明した。そ
の理由は、予備費の承諾の可否を問うときには、既に予備費を支出した政権が責任を問われる立場にはないこ
とにある。
　日本国憲法および財政法は、予備費に関し、その規模や具体的内容などについての規定を持たない。事前の
審査が全体の金額の設定のみという予備費の特性に合わせて考えた場合、事後の承諾こそが大きな意味を持
つ。事後承諾に関する問題解決については予算単年度主義の問題を起点として考える必要があるため、改めて
別稿で論じたい。
　（本論文は、2010年度法政大学大学院法学研究科に提出した修士論文の一部を加筆、修正したものである。）
79　 大石夏樹「予備費制度の在り方に関する論点整理」経済のプリズム 72号 （参議院常任委員会調査室・特別調査室、2009）
14頁 
80　小嶋和司『憲法概説』（良書普及会、1987）521頁
81　碓井光明「財政制度」ジュリ 1192 号（2001）194頁
82　碓井・前掲注（81）194頁
83　第 171回国会第 14部決算委員会会議録第 9号 2009年（平成 21年）6月 22日 40-41頁
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